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本⽇の御議論
 ⼀般送配電事業者（TSO）が需給バランスの調整を⾏うために必要となる調整⼒を、

より効率的に調達するため、2021年度から需給調整市場を通じた調達が開始し、
2024年度にはすべての調整⼒が市場調達に切り替わる。

 他⽅、市場により調達される調整⼒が順次拡⼤する中で、募集量に⽐べて応札量が不
⾜する⼀⽅、応札価格の⾼騰により調達費⽤が増⼤する等の課題が顕在化している。

 このため募集量の在り⽅については、電⼒広域的運営推進機関（広域機関）を中⼼
に、応札価格の在り⽅については、電⼒・ガス取引監視等委員会（監視委）を中⼼に
検討を⾏い、対応策をまとめてきた。

 また、より効率的な調整⼒の確保に向けて、中⻑期的な観点から、ディマンド・リスポン
ス（DR）や蓄電池等の新たなリソースの参⼊を促進する検討も進められてきている。

 本⽇は、これまで関係各所で⾏われてきた検討の結果と対応策を御報告の上、2024
年度に本格稼働する需給調整市場の今後の在り⽅について、幅広い観点から御議論
いただく。
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１．検討の経緯・背景

２．検討結果及び対応状況

３．今後の課題
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検討の経緯・背景
 調整⼒のより効率的な調達に向けて、2021年度から三次調整⼒②（三次②）、

2022年度から三次調整⼒①（三次①）について、需給調整市場を通じて調達が始
まり、2024年度からすべての調整⼒が需給調整市場で取引される予定である。

 ⼀⽅、既に市場取引が開始された三次①及び②では、募集量に対し応札量が不⾜
する傾向が継続しており、応札された調整⼒が全量落札され、調整⼒調達費⽤が増
加するという課題が⽣じている。

 これらの課題は、2024年度に取引が開始される他の商品でも同様に課題となり得るこ
とを踏まえ、監視委や広域機関等と連携しつつ、対応策に関する検討を進めてきた。

 6⽉の本⼩委員会では、これらの取組状況について御報告の上、2024年度から始まる
需給調整市場の本格稼働に向けて、需給調整市場における⾜下の課題と対応の⽅
向性について、御議論いただいた。

 その際、当⾯の調整⼒確保の在り⽅について、「⾜元の課題解決に向けた関係各所に
おける検討を加速化しつつ、本年秋頃を⽬途に全体を取りまとめる」こととした。



【参考】調整⼒確保の仕組み（現状と課題）
＜現状＞
 2016年度以降、各⼀般送配電事業者は、 毎年度「調整⼒公募」を実施し、周波数

維持（需給バランス確保）に必要な調整⼒を確保してきた。
 2021年4⽉には、エリアを越えた広域的な調整⼒の調達・運⽤と、市場原理による競争

活性化・透明化による調整⼒コスト低減を図るため、「需給調整市場」を開設し、商品区
分に応じて部分的な取引開始を進めてきた。
※需給調整市場において調整⼒を広域調達するためには、システム改修や連系線の運⽤変更が必要となる。

このため、対応する事象に応じて複数の商品を⽤意し､段階的な導⼊を進めている。

 現在、需給調整市場の５つの商品区分のうち、２つの商品（三次調整⼒①及び②）
の取引が開始されており、残る３商品については、2024年度から取引を開始する予定。

＜課題と対応状況＞
 需給調整市場における三次調整⼒①及び②の取引開始以降、募集量に対し、応札量

が不⾜する傾向が継続。応札された調整⼒が全量落札されることも少なくない。
 また、2022年夏には、約定価格が⼤きく⾼騰する状況も発⽣し、電⼒・ガス取引監視等

委員会が取引状況等を確認の上、ガイドラインの改定による応札ルールの明確化等を
⾏ってきている。

 三次調整⼒①及び②の取引において発⽣している調達量の未達や調達費⽤の⼤幅な
上昇等への対応については、電⼒・ガス取引監視等委員会や電⼒広域的運営推進機
関等と連携しつつ、検討を進めてきている。 5
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【参考】需給調整市場について

※ ｢電源｣は旧⼀電電源、新電⼒電源、DR等

 周波数を維持し安定供給を実現するため、⼀般送配電事業者は需要と供給を最終的に⼀致させる調
整⼒を確保するという、極めて重要な役割を担っている。そのため、2016年10⽉から調整⼒公募を毎
年実施し、周波数維持義務を果たすために必要な調整⼒をエリア内で確保してきたところ。

 また、2021年4⽉からエリアを越えた広域的な調整⼒の調達・運⽤と、市場原理による競争活性化・透
明化による調整⼒コスト低減を図るため、需給調整市場を開設し取引を開始した※。DR事業者や新電
⼒等の新規事業者も市場に参加し、より効率的で柔軟な需給運⽤の実現が望まれている。
※2021年度は需給調整市場の商品のうち三次調整⼒②のみ取引開始。2022年度からは三次調整⼒①の取引を開始し、他商品は2024年度から導⼊予定。

需給調整市場創設前 需給調整市場創設後

各エリアの⼀般送配電事業者が
公募により調整⼒を調達

⼀般送配電事業者が
エリアを超えて市場から調整⼒を調達

⼀般送配電事業者A

公募

電源A 電源A

⼀般送配電事業者B

公募

電源B 電源B

⼀般送配電事業者C

公募

電源C 電源C

電源A

⼀般送配電事業者C⼀般送配電事業者B⼀般送配電事業者A

需給調整市場

電源A

電源B

電源B

電源C

電源C

エリアA エリアC

エリアA

エリアB エリアC
エリアB

(調整⼒公募)

6
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【参考】需給調整市場で取り扱う商品と導⼊スケジュール
 電⼒需要の変動は成分毎に分解可能であり、発電機はそれぞれの変動成分に対応した機能を使い分

けて周波数制御を実施している。需給調整市場ではこの制御機能等を踏まえ、応動時間や継続時間
に応じて⼀次調整⼒から三次②までの5つの商品を取り扱う予定。

 需給調整市場において調整⼒を広域調達するためには、システム改修や連系線の運⽤変更が必要と
なるため、まずは2021年度から低速域の三次②の広域調達を開始することとした。また、2022年度
からは三次①の調達を開始し、他商品は2024年度から取引を⾏う予定である。

年度 2021 2022 2023 2024 2025

商
品
区
分

三次調整⼒②
応動時間45分以内
継続時間︓3時間

三次調整⼒①
応動時間15分以内
継続時間︓3時間

⼆次調整⼒②
応動時間5分以内

継続時間︓30分以上

⼆次調整⼒①
応動時間5分以内

継続時間︓30分以上

⼀次調整⼒
応動時間10秒以内
継続時間︓5分以上

▼調達開始

▼調達開始

▼調達開始

▼調達開始

▼調達開始

⻑周期成分
（サステンド分）

短周期成分
（フリンジ分）

極短周期成分
（サイクリック分）

分解

負
荷

時間

ＦＩＴインバランス特例
に起因する

再エネ予測誤差

＜ある⼀⽇の電⼒需要の例＞ ＜商品区分と導⼊スケジュール＞
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【参考】2022年度の調整⼒取引状況
 需給調整市場において、2021年度から三次調整⼒②が、2022年度から三次調整⼒

①の取引が開始されている。
 需給調整市場において、2022年度は、三次調整⼒②の総約定量は約190億ΔkW・

hとなり、募集量の約80%が調達され、三次調整⼒①については、総約定量は約36億
ΔkW・h※となり、募集量の約50％が調達された。⼀⽅、いずれの商品についても、調達
量が募集量に満たしていない状況であった。

 2022年度の調達費⽤については、三次調整⼒②については約1,300億円、三次調
整⼒①については約350億円となった。
※三次①の募集量は、電源Ⅰ契約を勘案した募集量となっている。

＜約定費⽤＞ ＜三次調整⼒①の調達状況＞ ＜三次調整⼒②の調達状況＞
（億ΔｋW・h）

（億円）
（億ΔｋW・h）

北海道 東北 東京 中部 北陸 関⻄ 中国 四国 九州 北海道 東北 東京 中部 北陸 関⻄ 中国 四国 九州 北海道 東北 東京 中部 北陸 関⻄ 中国 四国 九州

（出所）送配電網協議会による提供資料より事務局作成（速報値）
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【参考】需給調整市場の取引状況（2023年4~10⽉分）

（出所）送配電網協議会による提供資料より事務局作成（速報値）

 需給調整市場において、2023年4⽉〜10⽉は、三次②の総約定量は約92億
ΔkW･hとなり、募集量の約81％が調達され、三次①については、総約定量は約32
億ΔkW･hとなり、募集量の約41％にとどまった。

 調達費⽤については、三次②は約305億円、三次①は約458億円。期間における調
達平均単価については、三次②は3.3円/ΔkW･h、三次①は14.3円/ΔkW･h と
なった。

＜調達費⽤＞（億円） ＜調達平均単価＞（円/ΔkW･h ）

■三次①調達量
■三次②調達量
□募集量

■三次①
■三次②

■三次①
■三次②

＜調達量及び募集量＞（億ΔkW･h）
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【参考】効率的な調整⼒確保のための視点 第63回電⼒・ガス基本政策⼩委員会
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【参考】検討の進め⽅
 2024年度以降、⼀般送配電事業者において、すべての調整⼒を基本的に需給調整

市場で調達することとなることを⾒据え、現在、 効率的な調整⼒確保の在り⽅について、
電⼒・ガス取引監視等委員会や電⼒広域的運営推進機関等において、検討が進めら
れている。

 これらの検討の全体的な整合性を確保しつつ、制度の不断の⾒直しを⾏っていく観点か
ら、今後、本⼩委員会において、調整⼒確保の状況と課題について、定期的に議論を
⾏っていくこととしてはどうか。

 また、2024年度に本格運⽤が開始する需給調整市場を中⼼とする当⾯の調整⼒確
保の在り⽅については、⾜元の課題解決に向けた関係各所における検討を加速化しつつ、
本年秋頃を⽬途に全体を取りまとめることとしてはどうか。

 その際、将来的な供給⼒と調整⼒の⼀括確保に向けた同時市場の在り⽅の検討が並
⾏して進められていくことを踏まえ、当⾯の対応策の検討においても、中⻑期的な将来の
在り⽅と整合性を確保していくこととする。

第63回電⼒・ガス基本政策⼩委員会
(2023年6⽉27⽇) 資料6
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検討課題と検討結果・対応状況
 2021年度から三次②の取引が開始した需給調整市場における⾜元の課題としては、

適正な調達量の確保と、調達費⽤の抑制が挙げられる。
 このうち、適正な調達量の確保に向けた対応策については、広域機関において検討を進

め、当初の制度設計で決定した実需給1週間前の取引に代えて、前⽇取引を進めて
いくこととした。

 また、調達費⽤の抑制に向けた対応策については、監視委において検討を⾏い、発電
事業者の供出インセンティブを確保しつつ、価格規律の⾒直しを進めてきた。こうした取
組は、適正な調達量の確保にも資することが期待される。

 加えて、調達費⽤の抑制の観点から、2026年度に前⽇取引に移⾏するまでの暫定的
な措置として、2024年度及び2025年度は、週間取引の約定価格に上限を設定す
ることとした。

 ⼀⽅、より効率的な調整⼒の確保を図る観点から、三次②の余剰分の時間前市場で
の売却や、⼀次調整⼒（⼀次）におけるオフライン枠の設定、低圧リソースの活⽤に
向けた検討を⾏い、順次実施していくこととしている。
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【参考】検討課題及び対応の⽅向性

需給調整市場
における

⾜下の課題

適正な調達量の確保

効率的な
調整⼒確保の
ための視点

調達費⽤の抑制

社会コスト
削減

公平性
確保

・2026年度以降の実装
・移⾏期間(2024-2025年)の対応
⇒週間調達による事業者リスク軽減

・時間前売却の開始(2023年10⽉〜)
⇒調整⼒の余剰売却分だけ調整⼒の
調達コストを削減

・⼆次②、三次① ・・・三次②平均+1σ
・その他(複合含む)・・・三次②平均+3σ
⇒TSOの調達負担軽減

・低圧リソースや機器個別計測の導⼊に
よる調整⼒調達領域の拡⼤

・⼀次の応動時間要件を緩和した
オフライン枠の設定

・ΔkWの価格規律
（逸失費⽤+⼀定額）
・調整⼒kWhの価格規律
（予約・⾮予約電源で差をつけない）
⇒事業者の需給調整市場への供出イン
センティブを担保、より活性化した需給調
整市場を⽬指す

未稼働の
調整⼒利⽤

供給⾨⼾
の拡⼤

①前⽇取引への移⾏

②価格規律の⾒直し

③上限価格の設定

④三次②時間前市場売却

⑤オフライン枠の設定

⑥分散型リソースの活⽤
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①前⽇取引への移⾏
 2022年度から需給調整市場で取引が開始した三次①について、募集量に対し応札

量が不⾜する要因として、需給変動リスク等もある中、１週間後の予測が不確実であ
るため、応札量を抑えざるを得ないとの指摘が多くあった。

 このため、広域機関の専⾨委員会において対応策を検討し、週間調達を⾏う⼀次〜三
次①について、2026年度頃を⽬途に、不確実性の⾼い実需給１週間前の取引から、
より確実性の⾼い前⽇調達へ移⾏することとされた。

 週間取引から前⽇取引への移⾏により、発電事業者においては、需給変動の不確実
性が低下した上で適切な量の応札が可能となり、TSOにおいて、適正な調達量を確保
できるようになると期待される。

 あわせて、前⽇取引に移⾏するまでの対応策として、応動時間が⽐較的⻑い⼆次②・
三次①について、週間断⾯の調達量を減らし（3σ→1σ相当）、必要量に対して不
⾜が⽣じた際は、実需給前⽇に三次②⾒合いとして追加調達を⾏うこととした。

 これを踏まえ、各TSOは、本年11⽉下旬から三次①について週間断⾯の調達量を減
らしており、調達量の抑制に⼀定の効果が期待できる。

 なお、応動時間が短い⼀次・⼆次①については、⼆次②・三次①と異なり、実需給前
⽇に追加調達を⾏うことができないため、安定供給に万全を期す観点から、週間断⾯
で従来決定した量（3σ相当）を調達することとしている。



16

【参考】調達量効率化に伴う調達費⽤の区分⽅法（背景）
 需給調整市場において、三次②以外の４商品（⼀次〜三次①）について、現⾏制度では、実需給の１週

間前に取引を⾏うこととしている。他⽅、今後、より効率的な調整⼒の確保に向けて、2026年度を⽬途に、
不確実性の⾼い１週間前の取引から、より確実性の⾼い前⽇取引に移⾏する予定。

 他⽅、これまで週間取引を前提にシステム対応等を進めてきたため、前⽇取引に対応するためには⼀定の準
備期間を要する⾒込み。そのため、2025年度までは、移⾏期間という位置付けの下、効率化のため、

① １週間前の取引における⼆次②・三次①の調達量を低減（3σ→1σ）した上で、
② 前⽇時点で必要な時のみ、⼆次②・三次①⾒合の調整⼒を三次②の商品要件で調達する。

 この際、FITインバランス特例に起因する三次②も、⼆次②・三次①⾒合として調達する調整⼒も、いずれ
も同じ商品要件（三次②）に基づき募集するため、両者の費⽤の区分について整理する必要がある。

＜現⾏における需給調整市場の調達イメージ＞ ＜2026年度以降の需給調整市場の調達イメージ＞＜〜2025年度までの移⾏期間＞

⼀次

⼆次①

三次①

⼆次②

時間
１週間前

三次②

前⽇ 実需給

時間三次②

前⽇ 実需給

⼀次

⼆次①

三次①

⼆次②

１週間前

⼀次

⼆次①

三次①

⼆次②

時間
１週間前

三次②

前⽇ 実需給

週間時点における
調達量の低減

(3σ→1σ)

必要な時のみ、
⼆次②・三次①⾒合の調整⼒
を三次②の商品要件で調達

（効率化）

※調整⼒必要量について、現⾏整理では、過去実績相当の誤差に対応できるよう、過去実績をもとに統計処理した最⼤値相当（３σ、いわゆる99.87パーセントタイル値）の量を確保している。
1σ相当は、いわゆる84.13パーセントタイル値。

第55回再エネ⼤量導⼊⼩委
（2023年9⽉27⽇）資料3 ⾚枠追加
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②価格規律の⾒直し
 需給調整市場における応札量不⾜の要因の１つとして、調整⼒提供者から、応札イン

センティブが低すぎるのではないかという意⾒があった⼀⽅、TSOから、調整⼒の調達費
⽤が増⼤していることへの懸念が⽰されていた。

 このため、監視委において、関係事業者に対して⾏った報告徴収を踏まえ、制度設計
専⾨会合にて⽀配的事業者に対して要請する価格規律の⾒直し等の検討を⾏った。

 検討の結果、主な変更点として、ΔkWの価格規律における⼀定額は0.33円
/⊿kW･30分（A種電源※）、それ以上の⼀定額を希望する電源については、監視委
と協議を⾏い、当該電源の固定費回収に必要な額を超えない範囲内で合理的な額
を決定する（B種電源）こととされた。
※0.33円/⊿kW･30分は、過年度の電源Ⅰ応札価格と2024年度以降の容量市場約定単価を参照して算出された。

 また、⾮予約電源と⽐して予約電源への供出インセンティブを確保する観点等から、調整
⼒kWh単価の⼀定額は、予約電源・⾮予約電源とも「限界費⽤×10%」とされた。
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【参考】価格規律の⾒直しの全体像

電源種 現状 変更案 

A種（固定費回収済電源等） 逸失利益orマージン（「限界費⽤」×10％×電源Ⅰ稼働率5％） 機会費⽤（逸失利益）＋⼀定額（0.33円） 

B種（未回収固定費有電源） 機会費⽤（逸失利益）＋固定費回収のための合理的な額等 機会費⽤（逸失利益）＋⼀定額（監視等委員会と協議し決定） 

固定費 現状 変更案 

済 限界費⽤±マージン(10%） 限界費⽤±マージン(限界費⽤×10%） 

未 限界費⽤±固定費 

限界費⽤ 現状 変更案 

安い 市場価格 限界費⽤＋マージン(上げ「限界費⽤」×10%） 

⾼い 限界費⽤ 限界費⽤＋マージン(上げ「限界費⽤」×10%） 

【予約電源kWh市場の価格規律（上限値）】 【⾮予約電源kWh市場の価格規律（上限値）】

【調整⼒ΔkW市場の価格規律（上限値）】

※「起動費等の⼊札価格への反映は１回分までしか認めない」規律を２回分までとする。
※揚⽔発電、⼀般⽔⼒、DR等の限界費⽤の考え⽅について、第62回制度設計専⾨会合（2021年６⽉）にて検討した内容を需給調整市場ガイドラインに明記する。
※揚⽔機及び蓄電池の限界費⽤は下記の算定式とする。

揚⽔ポンプ・蓄電原資＋揚⽔・蓄電ロス量にかかる託送費従量料⾦分（再エネ賦課⾦含む）  
発電量（揚⽔量ーロス量）

第90回制度設計専⾨会合
（2023年10⽉31⽇）資料７より⼀部事務局修正
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③上限価格の設定
 週間取引を基本とする2024年度及び2025年度において、週間取引を⾏う中でも価

格⾼騰を抑制する対応策として、TSOから上限価格の設定が提案され、監視委にお
いて検討を進めてきた。

 同委員会の会合では、週間取引される⼀次〜三次①について、⼀律で「三次②加重
平均単価＋１σ 相当（＝約20円/ΔkW･h）」を⽬安とする案で「差し⽀えない」と
された。

 他⽅で、安定供給の観点等も関係するところ、必要に応じ、資源エネルギー庁におい
て議論されるべきと考えるとされ、10⽉の本⼩委員会において検討を⾏った。

 ⼀次及び⼆次①は、⼆次②及び三次①と異なり、前⽇段階で追加的に調達する機会
がなく、上限価格の設定には、慎重を期す必要がある。

 検討の結果、⼀次・⼆次①及び全ての複合商品の上限価格は、TSOの提案（約20
円）より⾼めに設定することが妥当とされ、具体的には、 「三次②加重平均単価＋３
σ相当（＝約50円/ΔkW･h ）」とすることとなった。

 その上で、実際の取引状況を踏まえ、必要な調整⼒の確保と調整⼒コストの抑制の両
⽴を図る観点から、上限価格の⽔準については不断に⾒直すこととされた。



 需給調整市場において週間調達される商品のうち、⼀次及び⼆次①については、⼆次②及び三次
①と異なり、前⽇段階で追加的に調達する機会がない。このため、週間調達で必要な調整⼒を確
保できるよう、上限価格の設定には慎重を期す必要がある。

 供給量が必要量を上回り、市場が⼗分に競争的となれば、そもそも上限価格を設定する必要性
はない。⼀⽅、現在の三次①と同様、週間調達段階では不確実性があるため全体の供給量が抑
制され、相対的に⾼い価格での応札が増える可能性もある。

 その場合、できる限り市場を通じて必要な調整⼒を確保する観点からは、多少調達コストが上昇
しても、確実に必要量を確保することが重要となる。

 従前の三次①の取引では、約定量の約71%が概ね20円以下であった。2024年度以降、⼀次及
び⼆次①も同等価格での応札がありうると仮定すると、上限価格は、⼀般送配電事業者の提案
（約20円）より⾼めに設定することが妥当と考えられる。

 このため、2024年度当初の⼀次及び⼆次①の上限価格については、「三次②加重平均単価＋
３σ相当（＝約50円）」とすることとしてはどうか。 ※全ての複合商品（含む調整⼒を問わない）も同様

 その上で、実際の取引状況を踏まえ、必要な調整⼒の確保と調整⼒コストの抑制の両⽴を図る観
点から、上限価格の⽔準については、不断に⾒直すこととしてはどうか。

 具体的には、例えば、⼀定期間（例えば3ヶ⽉）毎に上限価格の妥当性を確認し、関係事業者か
らヒアリングを⾏うなどした上で、必要に応じ、上限価格の引下げ（または引上げ）を含めた更なる取
組の在り⽅について、検討を⾏うこととしてはどうか。

【参考】需給調整市場における上限価格の設定について（2/2）

20

第66回電⼒・ガス基本政策⼩委員会
(2023年10⽉31⽇) 資料4
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【参考】三次①応札状況（2023年4~10⽉分）
 2023年4⽉〜10⽉における三次①の応札状況について、応札量（ΔkW･h）全体の

86%が⽀配的事業者、残りの14％が⽀配的事業者以外の応札であった。
 三次①の応札単価分布において、20円/ΔkW･h （≒三次②加重平均単価＋１σ

相当）未満に応札量の約73％の電源が集中し、50円/ΔkW･h（≒三次②加重平
均単価＋3σ相当）未満に応札量の約96％の電源が集中。

（出所）送配電網協議会による提供資料より
事務局作成（速報値）

（円/ΔkW･h）

⽀配的
事業者 67% 17% 2%

その他 6% 6% 2%

合計
73% 23%

4%
96%

（億ΔkW･h）

以上

20円/ΔkW･h
（三次②＋１σ 相当）

50円/ΔkW･h
（三次②＋３σ 相当）

＜三次①の応札単価分布＞

三次②加重平均価格＋１σ
相当を基準とした場合においても、
商品が異なる三次①応札全体の
約73%が集中

■ ⽀配的事業者
■ その他

14%

86%

＜三次①応札割合＞
■ ⽀配的事業者
■ その他

第66回電⼒・ガス基本政策⼩委員会
(2023年10⽉31⽇) 資料4 時点修正
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④三次②時間前市場売却
 2021年度に市場取引が開始した三次②は、再エネ予測の下振れに備え、FIT発電

事業者に代わり、TSOが確保しているものである。
 三次②は調整⼒のため、その使⽤率（調達量が実際に再エネ予測の下振れに対応し

た割合）が20%程度にとどまっていた。
 実需給が近づき、余剰となることが明らかな三次②を時間前市場に供出できれば、電

源の有効活⽤に資すると考えられ、検討をすることとした。
 検討においては、どのような基準に基づき「余剰（＝売却可能量）」を判断し、どのよう

な価格で売却するか、また、そもそもTSOが時間前市場で応札主体となることの妥当性
をどのように考えるかなど、幅広い観点から検討が⾏われた。

 検討の結果、TSOが売却主体となり、⼀定のルールに基づき、三次②余剰分を時間
前市場で売却することとなった。

 三次②の時間前市場での売却は、10⽉下旬より始まっており、売却益※１によって調
達費⽤が軽減されることで、社会コストの軽減につながることが期待されている。
※１ 売却益︓約定価格からV1単価や⼿数料といった諸費⽤を除した額が考えられる。

 今後、売り⼊札を⾏う領域拡⼤ (現在は領域ａ※２のみ) や時間前売却の利益や約
定量の最⼤化を促すような仕組みの拡⼤などについて検討していく必要がある。
※２ 領域ａ︓調達済み調整⼒のうち、太陽光発電の上振れ・下振れに関係なく使⽤しない余剰領域。今後調達ブロックが3時間から30分に

変更されることに伴い、2025年度以降は供出できなくなる領域。
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【参考】三次②の時間前市場への売⼊札の取り扱い（案）

 これまで、三次②として確保したものの、実需給断⾯で活⽤しない電源を時間前市場に供出する
ことについて、関係各所において検討を進めてきたところ。

 本取組については、三次②を確保した⼀般送配電事業者が、まずは太陽光の上振れ・下振れ
に関わらず使⽤しない調整⼒量から時間前市場に投⼊することとしており、最速で本年10⽉下
旬から取引を開始する予定である。

 三次②の調達費⽤は、国⺠負担の下で、再エネ賦課⾦を原資に対応していることから、余剰とな
る三次②を時間前市場に⼊札し、約定することで⼀般送配電事業者が得た利益（※）につい
ては、再エネ賦課⾦の低減に活⽤することが妥当ではないか。

（※）時間前市場で得た利益とは、約定価格から、V1単価や⼿数料といった諸費⽤を除した額が考えられる。

 その上で、こうした制度設計を前提とすると、時間前市場への⼊札については、⼀般送配電事業
者の利益や約定量を最⼤化するような売⼊札が⾏われることが望ましい（※）。

（※）ただし、適正取引ガイドライン上の相場操縦規制に抵触しないことが前提。

 そのため、2024年度の調整⼒確保費⽤の算定の際には、⼀般送配電事業者の時間前市場
への応札状況等を勘案するなど、⼀般送配電事業者の本取組による利益や約定量の最⼤化
を促すような枠組みについて、本⼩委員会で検討することとしてはどうか。

第55回再エネ⼤量導⼊⼩委
（2023年9⽉27⽇）資料3 ⾚枠追加
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【参考】三次②時間前市場売却の前提及び実績
 取組開始当初は、3時間ブロックで調整⼒を調達することに伴い確保している、太陽光の上振れ・

下振れに関わらず使⽤しない調整⼒量から、時間前市場に投⼊※することとした。
 また、第86回制度設計専⾨会合において⽰された、市場⽀配⼒に関する評価結果を踏まえ、

TSOが時間前市場に売⼊札する際の価格について、まずは価格規律等は設けず、取組開始後
の状況を踏まえ、必要に応じて更なる対応を検討することとした。

 第55回再⽣可能エネルギー⼤量導⼊・次世代電⼒ネットワーク⼩委員会において、約定した売
却益については、再エネ予測誤差として対応する三次②の調達費⽤の原資が再エネ賦課⾦となっ
ていることを踏まえ、再エネ賦課⾦の低減に活⽤するとされた。

 上記前提の下、2023年10⽉中下旬以降、準備が整ったTSOから、三次②の余剰分について
時間前市場への供出を開始した。

エリア 北海道 東北 東京 中部 北陸 関⻄ 中国 四国 九州

取組開始
（⽇数）

10/27
（11⽇間）

10/27
（11⽇間）

10/27
（11⽇間）

10/17
（19⽇間）

10/24
（14⽇間）

10/28
（10⽇間）

10/28
（10⽇間）

10/27
（11⽇間）

10/24
（11⽇間）

総売⼊札量
（GWh） 2.5 26.0 27.1 21.7 1.8 13.6 3.6 6.6 17.7

総約定量
（GWh） 0.6 0.1 0.2 4.6 0.2 0.1 0.1 0.1 1.3

＜三次②時間前市場売却の取組状況＞（取組開始〜11/11）

※ 2022年度の事前評価データをもとにした領域aの発⽣量試算値約56.7億kWhのうち、約61%が時間前市場に供出される⾒込み。
（出所）各TSOによる提供資料より事務局作成



⑤⼀次調整⼒におけるオフライン枠の設定
 需給調整市場において、応動時間の短い⼀次を提供するためには、TSOとの間で専⽤

線を構築する必要がある⼀⽅、その費⽤が調整⼒提供者にとって過⼤な負担となり、
新規参⼊の妨げとなる懸念がある。

 また、需要家側リソース（DSR）や蓄電池等の新しいリソースが調整⼒を供出する場
合、需要家の⽣産設備や蓄電容量から調整⼒を供出することとなり、発電機等のリソー
スとは異なる応動特性を有することが考えられる。

 このような状況を踏まえ、⼀次の供給リソースの拡⼤・多様化の観点から、広域機関の
専⾨委員会において、専⽤線の構築を不要とする「オフライン枠」の設定に関する検討
を⾏ってきた。

 その結果、専⽤線がないことによりリアルタイムに状況を把握できなくなるといったTSOの
懸念にも配慮し、参⼊対象リソースを限定し、調達量に上限を定めるスモールスタート
とすることとなった。

 具体的には、現時点では発電機（1,000kW未満の発電容量）、蓄電池（1MW
以上10MW未満の設備容量※）及びDSRのみを対象とし、⼀次の調達量の4%を
調達上限とすることとされている。 ※1MW未満の蓄電池についてはアグリゲーションにより参⼊可能

 なお、同委員会では現在、応札不⾜の未然防⽌、ひいては調整⼒調達コストの低減を
⽬的としオフライン枠よりも更に応動時間要件（10秒→30秒）を緩和した「スカウ
ティング枠」の設定も検討中。2025年以降に導⼊開始となる予定。
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【参考】⼀次オフライン枠に係る得失
第26回需給調整市場検討⼩委員会
(2021年11⽉2⽇)資料２ ⾚枠追加
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【参考】⼀次オフライン枠の上限量
第26回需給調整市場検討⼩委員会
(2021年11⽉2⽇) 資料２ 抜粋
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⑥分散型リソースの活⽤
 脱炭素化の流れの中で、調整⼒の多様化を進める上で、需要家側リソース（DSR）

や蓄電池等の分散型リソースに対する期待は⼤きい。
 現⾏制度上、需給調整市場において、分散型リソースは、受電点計測でのディマン

ド・リスポンス（DR）として参加可能である。
 他⽅、DRが各商品要件を満たすためには、需要家側の他の電⼒負荷の変動等を蓄

電池等で「しわ取り」することが必要となる。その結果、需要規模に対して蓄電池等の出
⼒規模が⼩さい場合には、需給調整市場に参画することが難しい。

 この点、需給調整市場において、受電点での計測ではなく、機器毎の個別計測が認め
られるようになれば、分散型リソースが潜在能⼒を発揮し、調整⼒としてより⼀層活⽤
されることが期待される。

 このため、次世代の分散型電⼒システムに関する検討会において、家庭⽤蓄電池等の
低圧リソースの需給調整市場での活⽤について検討が⾏われ、機器個別計測での調
整⼒供出を把握する契約の考え⽅等が整理された。

 また、数千〜数万に及ぶことが想定される低圧リソースを全体管理する際の適切な⼿法
についても、⼀定の⽅向性が⽰された。

 これらの検討結果を踏まえ、2026年度の開始を⽬指し、TSOにおいてシステムの改
修・構築を進めることとしている。
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【参考】機器個別計測の適⽤に向けた論点まとめ 次世代の分散型電⼒システムに関する検討会
中間とりまとめ (2023年3⽉14⽇)
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１．検討の経緯・背景

２．検討結果及び対応状況

３．今後の課題
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今後の課題
 2024年度以降、すべての調整⼒が需給調整市場を通じて調達され、広域的に運⽤さ

れることにより、これまで以上に効率的に調整⼒を確保・運⽤されることが期待される。
 ⼀⽅で、2024年度は、2026年度に運⽤開始予定である週間取引から前⽇取引への

移⾏期間であり、週間取引において必要な調整⼒が⼗分確保されるかどうか、市場運
⽤に不確実性が残る。

 また、2024年度には、調整⼒の中核を担ってきた揚⽔発電の運⽤主体が、TSOから
発電事業者（BG）に変更となるほか、容量市場の運⽤開始に伴う余⼒活⽤契約が、
調整⼒不⾜時のセーフティネットの役割を果たすことになる等の変化もある。

 こうした⼤きな制度変更時には、事前の備えを⼗分に⾏ったとしても、予想外の事態が発
⽣することが考えられる。そのため、引き続き市場参加者の声を丁寧に把握しつつ、柔軟
かつスピーディに対応策の検討を進めていくことが重要となる。

 加えて、これから本格稼働する需給調整市場が健全に発展していくために、市場運⽤主
体における情報発信の充実等を含め、今まで以上の透明性の確保が求められる。

 なお、供給⼒と調整⼒のより効率的な確保・運⽤に向けて、中⻑期的な観点から、同時
市場の在り⽅も検討も進められており、こうした中⻑期的な⽅向性と整合性を確保し
つつ、需給調整市場の不断の⾒直しを進めていく必要がある。
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【参考】今後のスケジュール
2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度~

週間取引商品の
前⽇取引化

価格規律の
⾒直し

上限価格の
設定

三次②余剰分
時間前市場売却

オフライン枠の
設定

分散型リソースの
活⽤

⼆次②・三次①⼀部前⽇取引
（週間調達を3σ→1σ※）

※実需給前⽇に三次②⾒合いで必要量調達
全商品 前⽇取引へ完全移⾏

⼀次~三次①上限価格設定
不断な上限価格⾒直し検討

⼀次オフライン枠設定
規定類変更対応

三次②余剰分時間前市場売却実施
（領域aのみ⼈間系で実施。他領域・システム化や売却インセンティブについても引き続き検討）

オフライン枠の応動時間要件緩和
（スカウティング枠設定）

⾒直し
実施

需
給
調
整
市
場

全
商
品
取
扱
開
始

機器個別計測開始



【参考】具体的な取組の⽅向性
 2024年度に本格運⽤が始まる需給調整市場においては、将来的な同時市場の実現

を念頭に置きつつ、効率的な調整⼒の確保に向けて、不確実性の⾼い実需給１週間
前の取引から、より確実性の⾼い前⽇取引に移⾏していくことが合理的と考えられる。

 他⽅、これまで週間取引を前提にシステム対応等を進めてきたため、前⽇取引に対応す
るには、⼀定の準備期間を要する。このため、2024年度及び2025年度は、2026年度
を⽬途とする前⽇取引の本格開始に向けた移⾏期間と位置付けることとしてはどうか。

 具体的には、両年度においては、週間取引をメインとしつつ、これまでの議論を踏まえ、対
応可能な範囲で⼀部前⽇取引を開始することとし、さらに、効率的な調整⼒の確保に
向けた課題の洗い出しと、必要な対応策の検討を進めることとしてはどうか。

 その際、週間取引については、募集量に⽐べ応募量が少ないことにより徒に価格が⾼騰
することを回避するため、例えば、対応策として、⼀定の上限価格の設定や、発電事業
者等の応札促進など、市場が効率的に機能するための⽅策を検討することとしてはどうか。

 その上で、必要な調整⼒の確保に万全を期すため、前⽇取引において必要な調整⼒を
確保できなかった場合の追加調達の在り⽅について、余⼒活⽤契約の在り⽅も踏まえ、
検討を深めることとしてはどうか。

 なお、検討に際しては、安定供給を⼤前提として、コストが最適化されるかという視点に
加え、調整⼒を提供する事業者に対して適切なインセンティブが付与されるよう留意する
とともに、卸電⼒市場をはじめとする他市場に与える影響について⽬を配る必要がある。
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第63回電⼒・ガス基本政策⼩委員会
(2023年6⽉27⽇) 資料6



【参考】余⼒活⽤に関する契約

（出所）第32回需給調整市場検討⼩委員会（2022年9⽉26⽇）資料2より抜粋

 2024年度容量市場開設後において、⼀般送配電事業者がゲートクローズ後に周波数制御・需
給バランス調整・系統運⽤を実施する際は、ゲートクローズ前の発電事業者等の計画策定に⽀
障を与えないことを前提に、社会コストの低減等、より効率的・安定的な需給調整、系統運⽤を
実施するため、余⼒を活⽤する仕組みを設けることが整理されている。

 余⼒活⽤に関する契約においては、必要なΔkWが市場で調達できない場合、 ΔkW調達不⾜へ
のセーフティネットとして、スポット市場における⼩売供給⼒確保後は、余⼒活⽤契約による電源の
追加起動を認めることとしている。

出⼒

価格
⾼安

＜余⼒活⽤の対象のイメージ図＞
【運転状態】

ΔkW
として約定

発電計画

発電計画

発電計画

余⼒活⽤
対象

余⼒活⽤
対象

起動停⽌が必要
で指令に応じられ
ない電源は対象

とならない

※緊急時には余
⼒活⽤による追
加起動を許容

第73回制度検討作業部会
（2022年12⽉21⽇）資料4
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